
 

 

居宅介護支援 契約書 

 

様（以下「利用者」と略します。）と社会福祉法人長岡老人福祉協会  

居宅介護支援センター与板（以下「事業者」と略します。）は、事業者が提供する指定居宅

介護支援について、以下のとおり契約を締結します。 

 

 

（契約の目的） 

第１条  事業者は、介護保険法（平成９年法律第123号）その他関係法令及びこの契約書に

従い、利用者が可能な限り居宅において、その有する能力に応じて自立した日常生活

を営むことができるよう、利用者に対し適切な居宅サービス計画を作成し、かつ、居

宅サービスの提供が確保されるよう指定居宅サービス事業者その他の事業者、関連機

関との連絡調整、その他便宜の提供を行います。 

 

（契約期間） 

第２条 この契約の期間は、以下のとおりとします。 

令和  年  月  日～令和  年  月  日 

   ただし、契約期間満了日以前に利用者が要介護状態区分の変更の認定を受け、要介護

認定有効期間の満了日が更新された場合には、変更後の要介護認定有効期間の満了日

までとします。 

２  上記契約期間満了日までに利用者から契約更新しない旨の申し出がない場合、本契約

は自動的に更新されるものとします。 

 

（居宅サービス計画の立案） 

第３条 事業者は、介護保険法に定める介護支援専門員を担当者として指定し、居宅サービ

ス計画を作成します。 

２  介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成に当たり、次に掲げる事項を遵守します。 

   一  利用者の居宅を訪問した上で利用者及び利用者の家族に面接し、解決すべき課題の

把握に努めること。 

   二  利用者又は利用者の家族に対し、当該地域における指定居宅サービス事業者等に関す

るサービスの内容、利用料等の情報を、適正に提供すること。 

   三  利用者の日常生活全般を支援する観点から、介護給付等対象サービス以外の保健医療

サービス又は福祉サービス等の利用も含めて居宅サービス計画に位置付けるよう努め

ること。 

   四  利用者及び利用者の家族の生活に対する意向、総合的な援助の方針、生活全般の解決

すべき課題、提供されるサービスの目標及びその達成時期、サービスの種類、サービ

ス提供上の留意事項等を明記した居宅サービス計画の原案を作成すること。 

五 前号の原案に位置付けた指定居宅サービス等について、保険給付の対象となるか否



 

 

かを区分した上で、当該原案の内容について利用者又は利用者の家族に説明し、利

用者から文書による同意を得ること。 

   六 居宅サービス計画を作成した際は、遅滞なく利用者へ当該サービス計画を交付するこ

と。 

七  利用者が、医療サービスの利用を希望している場合、その他必要な場合には、利用者

の同意を得て主治医等の意見を求め、その指示がある場合には、これに従うこと。 

 

（居宅サービス計画作成後の援助） 

第４条  事業者は、居宅サービス計画の作成後、利用者及び利用者の家族と継続的に連絡を

とり、利用者の実情や居宅サービス計画の実施状況等の把握を行います。 

２ 事業者は、利用者の解決すべき課題の変化が認められた場合等、必要に応じて居宅サ

ービス計画の変更、指定居宅サービス事業者等との連絡調整その他の便宜の提供を行

います。 

３ 事業者は、利用者の意思を踏まえて、要介護認定の更新申請等に必要な援助を行いま

す。 

 

（介護保険施設入所への支援） 

第５条  事業者は、利用者が介護保険施設への入院又は入所を希望した場合、利用者に適切

な介護保険施設の紹介、その他必要な援助を行います。 

 

（利用料） 

第６条 指定居宅介護支援の提供に関する利用料は、契約書別紙（重要事項説明書）のとお

りです。 

 

（利用者の解約権） 

第７条 利用者は、７日以上の予告期間を設けることにより、事業者に対しいつでもこの契

約の解約を申し出ることができます。この場合、予告期間満了日に契約は解約されま

す。 

２  利用者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、前項の規定にかかわらず直ちに契

約を解約することができます。 

   一  事業者が、正当な理由なく、介護保険法等関係法令及びこの契約書に定めた事項を

遵守せずにサービスの提供を怠った場合。 

   二  事業者が、第１１条に定める秘密保持義務に違反した場合。 

   三  事業者が、著しい不信行為を行うなど、本契約を継続しがたい重大な事由が認めら

れる場合。 

 

（事業者の解約権） 

第８条 事業者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、文書により２週間以上の予告期

間をもって、この契約を解約することができます。 



 

 

一 利用者が故意に法令違反その他著しく常識を逸脱する行為をなし、事業者の再三の

申し入れにもかかわらず改善の見込みがなく、本契約の目的を達成することが著し

く困難となった場合 

二 利用者が事業者の定める通常の事業の実施地域外へ転居し、事業者において指定居

宅介護支援の提供が困難であると見込まれる場合 

２ 事業者は、前項によりこの契約を解約する場合には、必要に応じて利用者が住所を有

する市町村等に連絡を取り、解約後も利用者の健康や生命に支障のないよう、必要な

措置を講じます。 

 

（契約の終了） 

第９条 次の各号のいずれかに該当する場合は、この契約は終了します。 

  一 第２条第２項に基づき、利用者から契約を更新しない旨の申し出があり、契約期間

が満了した場合 

  二 第７条第１項に基づき、利用者から解約の意思表示がなされ、予告期間が満了した

場合 

 三 第７条第２項に基づき、利用者から解約の意思表示がなされた場合 

 四 第８条第１項に基づき、事業者から解約の意思表示がなされ、予告期間が満了した

場合 

  五 利用者が介護保険施設へ入所した場合 

  六 利用者が（介護予防）特定施設入居者生活介護、（介護予防）小規模多機能型居宅介

護、看護小規模多機能型居宅介護又は（介護予防）認知症対応型共同生活介護を受け

ることとなった場合 

 七 利用者の要介護状態区分が、自立あるいは要支援とされた場合 

八 利用者が死亡した場合 

 

（損害賠償） 

第１０条 事業者は、利用者に対する指定居宅介護支援の提供に伴って、事業者の責めに帰

すべき事由により、利用者又は利用者の家族に損害を及ぼした場合には、速やかに損

害を賠償します。 

    ただし、利用者又は利用者の家族に重大な過失がある場合は、賠償額を減額すること

ができます。 

 

（秘密保持） 

第１１条 事業者及び事業者の従業員は、正当な理由がない限り、利用者に対する指定居宅

介護支援の提供にあたって知り得た利用者又は利用者の家族の秘密及び個人情報を漏

らしません。 

２ 事業者は、事業者の従業員が退職後、在職中に知り得た利用者又は利用者の家族の秘

密及び個人情報を漏らすことがないよう必要な処置を講じます。 

３ 事業者は、利用者及び利用者の家族の個人情報について、利用者の居宅サービス計画



 

 

立案のためのサービス担当者会議並びに介護支援専門員と指定居宅サービス事業者等

との連絡調整において必要な場合に限り、利用者及び利用者の家族の同意を得た上で

必要最小限の範囲内で使用します。 

４  第１項の規定にかかわらず、事業者は、高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支

援等に関する法律（平成17年法律第124号）に定める通報を行うことができるものと

し、その場合、事業者は、秘密保持義務違反の責任を負わないものとします。 

 

（苦情処理） 

第１２条 利用者又は利用者の家族は、事業者が提供した指定居宅介護支援又は居宅サービス

    計画に位置付けた指定居宅サービス等に対する苦情がある場合には、「契約書別紙（兼

    重要事項説明書）」に記載された事業者の相談窓口及び関係機関に対して、いつでも苦

    情を申し出ることができます。 

２ 事業者は、利用者又は家族から苦情の申し出があった場合は、迅速かつ適切に対処する

こととし、必要に応じてサービスを点検し、関連機関との連絡調整を行います。 

３ 事業者は、利用者が苦情の申出を行ったことを理由として、いかなる不利益な取扱いも

いたしません。 

 

（サービス内容等の記録の作成及び保存）   

第１３条 事業者は、利用者に対する指定居宅介護支援の提供に関する書類を整備し、その完

結の日から５年間保存します。 

２ 利用者及び利用者の後見人（後見人がいない時は利用者の家族を含む。）は、事業者

に対し、いつでも前項の記録の閲覧及び複写を求めることができます。ただし、複写

に際しては、事業者は利用者に対して、実費相当額を請求できるものとします。 

３ 事業者は、契約の終了にあたって必要があると認められる場合は、利用者の同意を得

た上で、利用者の指定する他の居宅介護支援事業者等へ、第1項の記録の写しを交付

できるものとします。 

 

（主治の医師等への情報提供）   

第１４条 事業者は、指定居宅サービス事業者等から利用者に係る情報の提供を受けたとき、

その他必要と認めるときは、利用者の服薬状況、口腔機能その他の利用者の心身また

は生活の状況に係る情報のうち必要と認めるものを、利用者の同意を得た上で、主治

の医師若しくは歯科医師又は薬剤師に提供するものとします。 

 

（契約外条項） 

第１５条 本契約に定めのない事項については、介護保険法その他関係法令の定めるところ

を尊重し、利用者及び事業者の協議により定めます。 

 

 

 



 

 

 

契約書別紙（兼重要事項説明書） 

 

利用者に対する指定居宅介護支援の提供開始にあたり、長岡市条例の規定に基づき、当事業

者が説明すべき重要事項は、次のとおりです。 

 

１．事業者（法人）の概要 

事業者（法人）の名称 社会福祉法人 長岡老人福祉協会  

主たる事務所の所在地 〒940-5406 長岡市浦3060番地 

代表者（職名・氏名） 理事長 田宮 惠子 

設立年月日 昭和４６年１０月１日 

電話番号 ０２５８－４１－３１５０ 

２．ご利用事業所の概要 

 ご利用事業所の名称 居宅介護支援センター与板 

サービスの種類 居宅介護支援 

事業所の所在地 〒940-2402 長岡市与板町与板６５２番地１ 

電話番号 ０２５８－４１－５３０１ 

指定年月日・事業所番号 平成１９年 ３月 １日指定 １５７０２０２５５４ 

管理者の氏名 椛沢 美砂子 

通常の事業の実施地域 長岡市 

３．事業の目的と運営の方針 

事業の目的 

要介護状態にある利用者が、その有する能力に応じ、可能な限り居宅におい

て自立した日常生活を営むことができるよう、適正な指定居宅介護支援を提

供することを目的とします。 

運営の方針 

事業者は、利用者の心身の状況や家庭環境等を踏まえ、介護保険法その他関

係法令及びこの契約の定めに基づき、関係する市町村や事業者、地域の保健

・医療・福祉サービス等と綿密な連携を図りながら、利用者の要介護状態の

軽減や悪化の防止のため、適切なサービスの提供に努めます。 

 



 

 

 

４．提供するサービスの内容 

○ 利用者のお宅を訪問し、利用者の心身の状態を適切な方法により把握の上、利用者自身

やご家族の希望を踏まえ、「居宅サービス計画（ケアプラン）」を作成します。 

○ 利用者の居宅サービス計画に基づくサービスの提供が確保されるよう、利用者とその家

族、指定居宅サービス事業者等との連絡調整を継続的に行い、居宅サービス計画の実施状

況を把握します。 

○ 必要に応じて、利用者と事業者との双方の合意に基づき、居宅サービス計画を変更しま

す。 

○ 指定居宅介護支援及び指定居宅サービス事業者等についての相談・苦情窓口となり、適切

に対処します。 

○ 当事業者に対して、特定の指定居宅サービス事業者だけではなく、複数の指定居宅サービ

ス事業者を紹介するよう求めることができます。 

〇 当事業者に対して、居宅サービス計画に位置付けた指定居宅サービス事業者等の選定理

由を求めることができます。 

○ 利用者の要介護（要支援）認定の申請についてお手伝いします。 

○ 利用者が介護保険施設に入所を希望される場合、その仲介をいたします。 

 

５．営業日時 

営業日 

毎週月曜から金曜日までとする。ただし国民の祝日、休日および年末年始

（１２月３１日～１月３日）を除く。 

休日であっても、緊急性の高い場合は必要に応じて相談業務を行う。 

営業時間 

 午前８時半から午後５時まで 

 ただし、営業時間外であっても緊急性の高い場合は、必要に応じて相談業

務を行う。 

 

６．事業所の職員体制  

従業者の職種 
員    数 

常勤 非常勤 計 

管理者 1人  １人 

介護支援専門員  2人 １人  3人 

※管理者と介護支援専門員は兼務とします。 

 



 

 

７．利用料 

 指定居宅介護支援を提供した際の利用料金の額は、厚生労働大臣が定める基準によるもの

とし、当該指定居宅介護支援が法定代理受領サービスである時は、利用者の自己負担はあり

ません。 

ただし、保険料の滞納等により法定代理受領できない場合は、一旦、１か月当たりの料金

をお支払いいただきます。 

その場合、事業者は指定居宅介護支援提供証明書を発行いたしますので、後日、所在市町

村窓口に指定居宅介護支援提供証明書を提出しますと払い戻しを受けることができます。 

（１）居宅介護支援の利用料 

【基本利用料】 

取扱要件 
利用料 

（１か月あたり） 

利用者負担金 

法定代理 

受領分 

法定代理 

受領分以外 

居宅介護支援費（Ⅰ） 

<取扱件数が４５件未満> 

要介護度１・２ 10,860円 

無 料 

10,860 円 

要介護度３・４・５ 14,110円 14,110 円 

居宅介護支援費（Ⅱ） 

<取扱件数が４５件以上６

０件未満> 

要介護度１・２ 5,440円 5,440 円 

要介護度３・４・５ 7,040円 7,040 円 

居宅介護支援費（Ⅲ） 

<取扱件数が６０件以上> 

要介護度１・２ 3,260円 3,260 円 

要介護度３・４・５ 4,220円 4,220 円 

（注１） 上記の基本利用料は、厚生労働大臣が告示で定める金額であり、これが改定された場合は、これら基本

利用料も自動的に改訂されます。なお、その場合は、事前に新しい基本利用料を書面でお知らせし

ます。 

 

【加算】以下の要件を満たす場合、上記の基本利用料に以下の料金が加算されます。 

加算の種類 加算の要件 加算額 

初回加算 

新規あるいは要介護状態区分が２区分以上変更された

利用者に対し指定居宅支援を提供した場合（１月につ

き） 

３，０００円 

入院時情報 

連携加算(Ⅰ) 

利用者が入院した日のうちに、病院等の職員に対して

必要な情報を提供した場合 

＊入院日以前の情報提供含む。営業時間終了後又は営

業日以外の日に入院した場合は、入院日の翌日を含む 

２，５００円 



 

 

入院時情報 

連携加算(Ⅱ) 

利用者が入院した日の翌日または翌々日に病院等の職

員に対して必要な情報を提供した場合＊。営業時間終

了後に入院した場合であって、入院日から起算して3日

目が営業日でない場合は、その翌日を含む 

２，０００円 

通院時情報 

連携加算 

利用者が病院又は診療所において医師又は歯科医師の

診察を受けるときに同席し、医師等に対して必要な情

報を提供するとともに、医師等から必要な情報を受け

て居宅サービス計画に記録した場合（１月につき１回

） 

５００円 

退院・退所加算 

病院や介護保険施設等からの退院・退所に当たって病院等の職員から必要な情報の提供

を受けた上で居宅サービス計画を作成し、居宅サービス等の利用調整を行った場合（入

院又は入所期間中につき１回を限度） 

【(Ⅰ)イ】 

病院等の職員からの情報収集をカンファレンス以外の

方法により１回行っている場合 

４,５００円 

【(Ⅰ)ロ】 

病院等の職員からの情報収集をカンファレンスにより

１回行っている場合 

６，０００円 

【(Ⅱ)イ】 

病院等の職員からの情報収集をカンファレンス以外の

方法により２回以上行っている場合 

６，０００円 

【(Ⅱ)ロ】 

病院等の職員からの情報収集を２回行っている場合で

あって、うち１回以上がカンファレンスによる場合 

７，５００円 

【(Ⅲ)】 

病院等の職員からの情報収集を３回以上行っている場

合であって、うち１回以上がカンファレンスによる場

合 

９，０００円 

ターミナルケアマネジメ

ント加算 

在宅で死亡した利用者に対して、終末期の医療やケア

の方針に関する当該利用者または家族意向を把握した

上で、在宅で死亡した利用者に対して、ターミナルケ

アマネジメントを行った場合（１月につき１回） 

４，０００円 

緊急時等居宅 

カンファレンス 

加算 

病院等の求めにより、医師等と共に居宅を訪問してカ

ンファレンスを行い、利用者に必要な居宅サービス等

の利用調整を行った場合（１月に２回を限度） 

２，０００円 



 

 

特定事業所 

加算(Ⅰ) 

常勤の主任介護支援専門員を配置し、質の高いサービ

スや研修を実施しているなど当事業所が厚生労働大臣

の定める基準に適合する場合（ひと月につき） 

５，１９０円 

特定事業所 

加算(Ⅱ)  
４，２１０円 

特定事業所 

加算(Ⅲ)  
３，２３０円 

特定事業所 

加算(A)  
１，１４０円 

特定事業所医療介護連携

加算 

前々年度の３月から前年度の2月までの間にターミナル

ケアマネジメント加算を15回以上算定 
１，２５０円 

 

小規模事業所加算 

 

当事業所が特別地域に所在せず、１月あたりの実利用

者数が２０名以下の小規模事業所である場合 
上記基本利用料の１０％ 

中山間地域等に 

居住する者への 

サービス提供加算 

中山間地域（＝新潟県の場合は全域）において、通常

の事業の実施地域外に居住する利用者へサービス提供

した場合 

上記基本利用料の５％ 

介護職員等処遇改善加算 

介護職員等の処遇改善に関する計画を作成し、ケアプ

ランデーター連携システムの活用、職員の資質向上、

職場環境の改善等厚生労働大臣が定める基準に適合す

る場合 

所定単位数の2.1% 

 

【減算】以下の要件に該当する場合、上記の基本利用料から減算されます。 

減算の種類 減算の要件 減算額 

運営基準減算 
指定居宅介護支援の業務が適切に行われず、一定の要件

に該当した場合 

上記基本利用料の５０％（２

月以上継続の場合１００％） 

特定事業所 

集中減算 

居宅サービス計画に位置付けた訪問介護等について特定

の事業者への集中率が、正当な理由なく８０％を超える

場合 

２，０００円 

業務継続計画 

未実施減算 

感染症や非常災害の発生時において、利用者に対数サー

ビスの提供を継続的に実施するための及び非常時の体制

で早期の業務再開を図るための計画（業務継続計画）を

策定すること 

上記基本利用料の1.0％を減

算 ＊令和 7年 3月 31日ま

での間減算を適用しない 



 

 

当該業務継続計画に従い必要な措置を講ずること 

高齢者虐待防止 

措置未実施減算 

利用者の人権の擁護、虐待の防止等をより推進する観点

から、全ての介護サービス事業所（居宅療養管理指導及

び特定福祉用具販売を覗く）について、虐待の発生又は

その再発を防止するための措置（虐待の発生又はその再

発を防止するための委員会の開催、指針の整備、研修の

実施、担当者を定めること９が講じられていない場合に

は基本報酬を減算する。 

上記基本利用料の1.0％ 

 

８．事故発生時の対応 

 指定居宅介護支援の提供により事故が発生した場合は、速やかに利用者の家族、市町村

等へ連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。 

 

９．担当の介護支援専門員 

お客様を担当する介護支援専門員は、次のとおりです。ご不明な点やご要望などがありまし

たら、何でもお申し出ください。 

  氏 名：                   

  連絡先（電話番号）：             

 

１０．苦情相談窓口 

（１）当事業所が設置する苦情相談窓口は、次のとおりです。当事業所が提供した指定居宅

介護支援に関する苦情だけでなく、当事業所が作成した居宅サービス計画に位置付けた

サービスに関する苦情も、遠慮なくお申し出ください。 

事業所相談窓口 
電話番号 ０２５８-４１-５３０１ 

面接場所 当事業所の相談室 

（２）上記に関する苦情や相談は、下記の機関にも申し立てることができます。 

苦情受付機関 

長岡市介護保険課 電話番号  ０２５８－３９－２２４５ 

新潟県国民健康保険団体連合会 電話番号  ０２５－２８５－３０２２ 

出雲崎町保険福祉課介護保険課 電話番号 ０２５８－７８－２２９３ 

 

 

 



 

 

１１．第三者による評価の実施状況等 

当事業所の第三者による評価の実施状況等は次のとおりです。 

第三者による評価の 

実施状況 

１ あり 

実施日   年  月  日 

評価機関名称  

結果の開示 １ あり  ２ なし 

２ なし 

 

１２．サービスの利用にあたっての留意事項 

 サービスのご利用にあたってご留意いただきたいことは、以下のとおりです。 

（１）介護支援専門員に贈り物や飲食物の提供などはお断りいたします。 

（２）体調や容体の急変などによりサービスを利用できなくなったときは、できる限り早め

に担当の介護支援専門員又はサービス事業所の担当者へご連絡ください。 

（３）病院や診療所に入院する必要が生じた場合には、「９．担当の介護支援専門員」に記

載の介護支援専門員の氏名及び連絡先を入院先の病院等に伝えていただきますようお願

いします。 

 

１３．虐待防止について 

 事業所は、利用者の人権擁護・虐待の防止等のため、必要な体制の整備を行うとともに、

従業者に対し研修を実地する等の措置を講ずるように努めます。 

 

１４．感染症や災害の対応力強化 

 感染症や災害が発生した場合にあっても、サービス提供を継続的に実施するための、及び

非常時の体制で早期の業務再開を図るための業務継続計画を策定し、計画に従い必要な処置

を講じます。 

 

１５．ハラスメント対策 

（1）事業所は職場におけるハラスメント防止に取り組み、職員が働きやすい環境づくりを目

指します。 

（2）利用者が事業者の職員に対して行う、暴言・暴力・いやがらせ・誹謗中傷の迷惑行為、

セクシャルハラスメントなどの行為を禁止します。 

 

※ 前 6か月間に作成されたケアプランに位置付けられた訪問介護、（地域密着通所介護）

通所介護、福祉用具貸与ごとの回数のうち、同一の事業者によって提供されたものが占め

る割合（上位3位まで）についてご希望があれば書面で説明します。 

 



 

 

居宅介護支援利用契約書 

兼 個人情報にかかる同意書 

 

 居宅介護支援を受けるにあたり、居宅介護支援契約書、及び重要事項説明書（契約書別

紙）の内容に関して、担当者による説明を受け、これらを十分に理解した上で同意します。 

 

 

 上記契約を証するため、本書２通を作成し、利用者及び事業者の双方が記名・押印の上、

それぞれ１通ずつ保有します。 

 

 

契約開始日  令和  年  月  日 

 

（利用者）私は、この契約内容に同意し、居宅介護支援の利用を申し込みます。 

また、第１１条第３項に定める利用者の個人情報の使用について、同意

します。 

利 用 者   住 所 

  

  

氏 名     

                     印 

  

（代理人・家族代表）私は、利用者本人の契約の意思を確認の上、本人に代わり、

上記署名を行いました。 

私は、第１１条第３項に定める利用者の家族の個人情報の使用について、

    同意します。 

住 所 

 

 

  氏 名  

                      印 

本人との続柄 （     ）  

 

 （事業者）私は、利用者の申込みを受諾し、この契約書に定める各種サービスを誠

実に責任をもって行います。 

事 業 者  住 所 長岡市与板町与板６５２番地１ 

事業者（法人名）社会福祉法人 長岡老人福祉協会 

         居宅介護支援センター与板 

代表者職・氏名  管理者 椛沢 美砂子   印 



 

 

 


